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超高齢化社会に向けた取り組み 

日本は 2020 年になると団塊世代が全て 70 歳以上となり、高齢化率は 2025 年に 30％、

2060 年には約 40％に達する見込みです。世界の介護事業に目を向けてみると、 

フランスでは在宅介護率が 94％まで拡大し、サポート事業がなされている世界の先進国 

でも筆頭です。高齢者住宅施設だけでなく、在宅介護にも対応できる住宅づくりが求めら

れ、新しい生活のスタイルが生まれてきそうです。 

 

○人材不足・・・高齢者・外国人人材 

 2050 年には今よりも 3500 万人程働き手が減少、厚生労働省の発表によると 2025 年に

は介護系の業務では 38 万人程の人材が不足するとされています。これらの事態に対して

各地方自治体は介護人材不足を補う為、外国人労働者やシルバー人材センターからの労働

力が期待されています。 

介護は住宅産業とも密接にかかわってくる業種です。住宅産業界でも人材不足は喫緊の

課題として出ており各企業・事業者・中小の工務店もベトナム・タイ・インドネシア等の

アジア諸国まで行き人材を確保する為に動いています。住宅産業界における高齢労働者の

役割はどうでしょうか？消費者は全体的に世代交代が進んではいますが、それでもリフォ

ーム・リノベーションの主力購買層は資産を持っている世代です。消費者庁の調査による

と、その世代が同時にクレームも一番多い世代と言われており、そんなクレームの解消に

一役買っているのが高齢者労働力です。クレームを言う側も自分と同じ世代、または自分

より年上の世代を目の前にすると目下を相手にするよりも落ち着いて話すことが出来ると

のことで役割の一つとして注目されています。 

 



 
 

 
○新しい職場環境づくり 

若い人材の確保は住宅産業界にとっては非常に難しい課題となっています。稼ぎ手とな

る 30 歳以下のデジタルネイティブ世代には柔軟性のある会社環境が重要だとされていま

す。仕事に没頭できる、また必要なときに即座に連携でき、イノベーティブな発想を出す

ことが出来る環境が求められています。子育てと仕事を両立したい女性には安心して働け

るサテライトオフィス。サテライトオフィスとは会社ではなく、他所にポジションを構え

て仕事を行える仕組みです。自宅で出来るテレワークとも少し異なり、シェアオフィスと

も違う制度も注目されています。 



また若者の中には「お金よりもやりがい」ということを口にする人が増えてきています。

実際に稼げることは大事な要素にはなりますが、自身がやりたいこととマッチングしてい

るかどうか、業務や仕事が自分にとってどれだけ価値のあるものかを基準に仕事を選んで

いるのが実情です。若者を取り入れ、企業が今後も持続・継続していく為には人材の受け

入れ体制に本格的に注力していくことが必要とされる時代です。 

 


